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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１００℃－４００℃の温度領域において１Ｈｚの振動に対して損失係数（tanδ）が０
．０２以上の高温制振性を有し、
　侵入型溶質原子として、原子比で炭素Ｃ：１．２－２％、窒素Ｎ：１－３％、および酸
素Ｏ：１－５％のうちの１種または２種以上をその総量で２．５％（原子比）以上となる
ように固溶し、
　またチタン合金のβ相安定化元素のＴａ（５－４５％）、Ｎｂ（４－４０％）、Ｖ（１
．５－３０％）およびＭｏ（１－３０％）の元素のうちの１種または２種以上をその総量
が５０％(原子比)以下含有し、もしくは、前記Ｔａ、Ｎｂ、ＶおよびＭｏからなる群の元
素の１種と，Ｃｒ（０．６－３０％）とＷ（０．５－２０％）からなる群の元素の１種と
を含み、その総量が５０％(原子比)以下含有すると共に、残部がＴｉからなり、
　溶解凝固工程により製造され、鋳造組織よりなることを特徴とする高温制振性β型チタ
ン合金。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、１００℃以上４００℃程度までの高温度域において高い制振性を有するβ型
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チタン合金に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　振動現象は人間が制御できない地震、風、波など自然の駆動力と、快適な生活を実現す
るために人間が発明した輸送システムにおけるエンジンや機械、機器のモーターなど工業
的なものと大別ができる。これらいずれにおいても振動を積極的に利用する技術が多数知
られているが、一方、地震はもとより、自動車や鉄道車輛の機械的振動、その振動の空気
伝播による騒音や風、波などによる揺れは、社会生活の上で、「害になるもの」とされて
いる。たとえば統計的な調査結果によれば、周波数３０Ｈｚ、振幅３０ミクロン域の振動
に対して心地よくないと感じる人は８割以上である。人間を煩わす騒音と共に、振動は構
造物の共振による破壊、または精密機器の精度低下を起こす原因でもある。そこで、制振
技術が、社会生活にとって不快な振動をいかに削減または消滅させるかの対策を講じる目
的で発展してきた。その振動低減技術としては、振動エネルギーを散逸させる制振、付加
装置による振動エネルギーを吸収させる吸振および振動源を絶縁する防振などの手法があ
る。しかし、急速な技術革新の要求に伴い、機械や機器の多機能化によるコンパクト化が
進み、微小領域での振動問題が重要視されるようになり、さらには自動車などの輸送工具
の軽量化へのニーズが、付加装置やシステム設計による制振措置の適用を制限している。
そのため、近代の車輛、機械、機器の振動低減において、振動エネルギーを吸収できる制
振材料を構造部品として直接適用することが最も効果的な振動対策として注目されている
（非特許文献１）。
【０００３】
　制振材料は粘弾性材料、制振合金、複合材料と大きく３つに分類できる。粘弾性材料は
ゴムなどに代表されるように粘性と弾性の性質を併せもつ高分子からなる材料である。制
振合金はソノストンやインクラミュートなどに代表される、金属の剛性や強度を保持しっ
つ、大きな制振性能を呈する金属材料である。また、複合材料は近年洗濯機などの外装板
に用いられているサンドイッチ鋼板のように、異なった素材が界面を有して成形され、積
層構造などによって高制振性能を示す材料である。図１は、各種制振材料の損失係数を示
した（非特許文献２）。
【０００４】
　なお、制振材料の制振性能を表示するにはたくさんの指標が使われている。損失係数は
、振動系において全振動エネルギーに対する１ラジアン当たりの散逸エネルギーの比で制
振性能の理論的に定義されている。なお、実際上では材料の制振性能の評価には周波数ス
キャンにより材料の振幅共振ピークの鋭さから求めたＱ-1、共振状態における時間域での
振幅の自由減衰から求めた対数減衰率と低周波数の強制振動による応力と歪みの位相差か
ら求めるtanδが使われてもいる。
【０００５】
　図１にも示されているように、一般の構造用金属材料の損失係数は０．０１以下であり
、これに対して制振合金の損失係数は０．０１～０．１の範囲にある。制振合金の制振性
能は粘弾性制振材や複合制振材に比べて低いが、金属材料の剛性と強度及び加工性を兼有
することが制振材料の実用性として重要である。
【０００６】
　現在開発されている制振合金は制振機構によって、複合型、転位型、強磁性型、及び双
晶型に分類できる。複合型制振合金の代表する材料としては鋳鉄とＡｌ－Ｚｎ合金がある
が、制振性と強度が比較的低く、適用温度範囲が狭いのが欠点である。転位型制振合金は
Ｍｇ系合金が主であり、制振性能及び重量の上で他の合金に比べて優れているが、その反
面、強度が低く、加工性に劣り、比較的に高価であるという問題がある。強磁性制振合金
は、鉄系合金に多く、Ｆｅ－Ｃｒ－Ａｌ合金（サイレンタロイ）などが代表として実用化
されている。これらの合金は制振性と強度は比較的優れており、実用温度も高く、比較的
安価である。しかし、ひずみ振幅の変化に対して合金の減衰能の変化が多く、温度と外部
磁場の変化が制振性能に大きな影響を与える。一方、双晶型制振合金は室温における双晶
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組織が特徴であり、高強度と高減衰能を兼ね備え、実用性にもっとも有望な制振合金であ
る。たとえばソノストン合金（Ｍｎ－３７Ｃｕ－４Ａｌ－３Ｆｅ－２Ｎｉ重量比）やイン
クラミュート合金（Ｃｕ－４５Ｍｎ－２Ａｌ重量比）が典型な双晶型制振合金であり、４
５０℃で時効熱処理を施し、０．０３－０．０５の制振性能と２５０～３５０ＭＰａの降
伏強度を有している（非特許文献３）。また、近年、これらのＭｎＣｕ基制振合金の加工
性の問題を改善し、実用化に適するＭ２０５２合金（Ｍｎ－２０Ｃｕ－５Ｎｉ－２Ｆｅ原
子比）（特許文献１）や、ＭｎＣｕ基制振合金の強度を向上させるために硬質第二相粒子
の添加法（特許文献２）、ＭｎＣｕ基制振合金の熱処理法（特許文献３）などが検討され
ている。
【０００７】
　一方、これまでの制振合金の評価は、ほとんど室温において評価され、制振性能の温度
依存性より振動振幅や振動周波数への依存性が重要視されている。このため、自動車や航
空機のエンジンのような高温環境（１００～４００℃）における機械部品の振動低減には
、これまでの制振合金ではほとんど適用が不可能である。これに対し、ＭｎＣｕ基制振合
金の場合、合金の制振性能が特徴的な双晶組織に依存するために制振性能が、双晶組織で
ある特定な上限温度がある。その特定の温度は、ＭｎＣｕ合金の高温γ相から双晶を呈す
る低温γ相に相変態する温度を指す。ＭｎＣｕ合金の相変態温度は合金組成や熱処理条件
によって調整できるが、現時点の加工プロセス技術では、ＭｎＣｕ基制振合金の使用温度
に１００℃の上限があると考えられる。したがって、高温環境に適用できる制振合金の開
発が自動車、航空機などのエンジンや発電プラントなどの分野での振動対策に大いに期待
されている。
【０００８】
　これまでの検討によれば、制振合金は、制振機能が完全な結晶と対照して多結晶組織が
示す様々な欠陥から起因する。表１は４種類の結晶欠陥における制振機構や制振性能及び
その欠陥を利用して開発した制振合金の状況を示したものである。
【０００９】
【表１】

【００１０】
　この表１に示したように、各種の結晶欠陥の制振機構は、温度や振動周波数に依存する
歪み緩和型制振（点欠陥、双晶界面、粒界によるもの）と振動歪み振幅に依存するヒステ
リシス制振（転位、磁壁によるもの）に分けられる。後者は、低歪み振幅の振動に対して
制振性能が低いだけではなく、最適な制振組織を制御することに難しさがあるため、実用
性が高い制振合金の開発は停滞しているのが現状である。また、粒界すべりによる金属の
制振が昔から研究され、高温領域において制振ピークの出現（Ａｌ合金の場合２５０～３
００℃）が特徴となる（非特許文献４）。しかし、金属の粒界制振ピークとクリープ損傷
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に密接な関係があり、ある温度領域で粒界拡散などを起こすため、その温度で繰り返しの
ひずみに伴う金属の力学性能の低下が予想される。一方、双晶界面が緩和型制振挙動を示
し、大きな制振性能に期待できるが、高温領域で制振挙動を示す双晶組織がまだ見つかっ
ていない。
【００１１】
　金属の結晶中の点欠陥による制振挙動を示す典型的な例は体心立方結晶構造（ｂｃｃ）
を有する金属（Ｍ）に固溶した侵入型溶質原子（ｉ）が起こす緩和型制振である。金属原
子に比べて溶質原子の原子半径が小さいため、Ｍ金属の格子間位置に固溶する。体心立方
格子中の格子間位置としては、八面体位置と四面体位置の２種があるがほとんどの場合、
図２に示すように侵入型溶質原子が八面体位置を占める。金属に応力を付加した場合、溶
質原子は結晶の延びる位置に移動するため、歪みが応力負荷時間とともに増加する。固溶
原子がない場合に比べて往復応力・歪みの直線がヒステリシスループに変わり、そのルー
プが囲む面積に比例するエネルギー損失が生ずることになる（非特許文献５）。これは溶
質原子のひずみ緩和による制振性能の生成機構であり、溶質原子が占める金属の格子位置
の移動が拡散現象となるため、振動周波数に対応して、特定の温度でピークを示すことに
なる。金属の種類や溶質原子の特性に依存して単位固溶量の溶質原子が起こす制振ピーク
の大きさも様々である。
【非特許文献１】田中良平：「制振材料－その機能と応用」（日本規格協会）（１９９２
）１３
【非特許文献２】「振動のダンピング技術」（養賢堂）（１９９６）３
【非特許文献３】日本金属学会誌、６５（２００１）６０７
【非特許文献４】金属、６８（１９９８）１１
【非特許文献５】金属、６８（１９９８）５
【特許文献１】特許第２８４９６９８号公報
【特許文献２】特許第３３４５６４０号公報
【特許文献３】特開２００３－２２６９５１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、以上のとおりの背景から、発明者らが開発してきた双晶型制振合金の特徴と
その可能性への期待に基づき、１００℃以上の高温域において高い制振性能を安定して発
現し、しかも高温構造材料としても有用である高温制振性を有する新しい金属材料を提供
することを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は上記の課題を解決すべく検討を進め、以下のとおりの知見を得た。
【００１４】
　すなわち、まず、図３では、体心立方結晶構造（bcc）を有する金属にさまざまな侵入
型溶質原子の歪み緩和型制振ピークである、１Ｈｚ振動における制振ピークの特定温度と
制振ピークの大きさ（Capacity）を示しているが、Ｆｅ以外の高融点金属に炭素Ｃ、窒素
Ｎ、酸素Ｏ溶質原子が固溶した場合、高温領域（１００－４００℃）に歪み緩和型制振が
あらわれる。また図３に示すように溶質原子が１％（原子比）固溶したところでは、制振
ピークの大きさがほぼ０．０５を越えている。この制振性能の大きさが制振合金として高
いレベルとなるが、溶質原子の固溶はそのＭ－ｉ原子ペアーの固溶度に制限される。図３
には、溶質原子の最大固溶度とその固溶する温度から求めた相対固溶度も示す。高い相対
固溶度をもち、しかも高温領域（１００－４００℃）に大きい制振性能を示すＭ－ｉ原子
ペアーがわかる。
【００１５】
　この結果から、Ｔａ（Ｃ，Ｎ，Ｏ）、Ｎｂ（Ｏ）、Ｖ（Ｎ，Ｏ）、Ｃｒ（Ｎ）の金属・
溶質原子ペアーは、高温用制振合金を設計するにあたって第一に考えなければならない因
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子であることがわかる。しかし、高融点金属を利用した制振機能を有する構造材料を創製
するときに問題となるのは、トータルコスト及び創製するプロセス技術である。
【００１６】
　そこで本発明者は、高融点金属を代表するチタン合金に注目し、βチタン組成の金属を
ベースとして使い、侵入型溶質原子を多量に固溶させ、体心立方結晶構造（ｂｃｃ）に溶
質原子の歪み緩和制振を作用させ、高温用制振性能を有する合金を設計することを試みた
。高融点金属であるチタンは、軽くて強い特徴があり、その合金は４００℃以下の温度範
囲において比強度（耐力密度）がステンレス鋼より優れていることはよく知られている。
β型チタン合金は、ベースであるチタンにＶ，Ｎｂ，Ｔａ，Ｃｒなどを固溶させ、チタン
の高温β相を室温まで広げた合金である。βチタン合金は体心立方結晶構造（bcc）であ
るため、強度とともに延性も大きい。熱処理したＴｉ－１３Ｖ－１１Ｃｒ－３Ａｌ（重量
比）合金での引っ張り強度は１ＧＰａを越え、その時の伸びは１６％以上も示す構造材料
として魅力ある合金である。
【００１７】
　また、β型チタン合金は侵入型溶質原子に高い固溶度をもちあわせ、固溶量の増大と共
に合金の強度は上がる。このような合金設計の思想から、本発明者は、侵入型溶質原子（
Ｃ，Ｎ，Ｏ）をβ型チタン合金に固溶させ、構造材料としての優れた強度と延性を同時に
得られる優れた高温制振性能を実現し、本発明を完成した。
【００１８】
　本発明の高温制振性を有するβ型チタン合金は以下のとおりの特徴を有している。
【００１９】
　第１：１００℃－４００℃の温度領域における１Ｈｚの振動に対して損失係数（tanδ
）が０．０２以上示す高い制振性能を有し、侵入型溶質原子の１種または２種以上をその
総量が０．５％（原子比）以上となるように固溶し、またチタン合金のβ相安定化元素の
Ｔａ（５－４５％）、Ｎｂ（４－４０％）、Ｖ（１．５－３０％）およびＭｏ（１－３０
％）の元素のうちの１種または２種以上をその総量が５０％(原子比)以下含有し、もしく
は、前記Ｔａ、Ｎｂ、ＶおよびＭｏからなる群の元素の１種と，Ｃｒ（０．６－３０％）
とＷ（０．５－２０％）からなる群の元素の１種とを含み、その総量が５０％(原子比)以
下含有すると共に、残部がＴｉからなり、溶解凝固工程により製造され、鋳造組織よりな
ることを特徴とする。

 
【発明の効果】
【００２３】
　上記のとおりの本発明のβ型チタン合金によれば、１００℃以上４００℃以下の高温域
において損失係数（tanδ）が０．０２以上の高い制振性能が実現され、構造材料として
の高強度性能を実現することができる。特に、１５０℃～３５０℃の範囲において、損失
係数（tanδ）が０．０４以上、さらには０．０８以上の高い制振性能が実現される。
【００２４】
　そして本発明によって、このような優れた性能のβ型チタン合金構造材料が提供される
ことになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　本発明は上記のとおりの特徴をもつものであるが、さらにその実施の形態について説明
すると以下のとおりである。
【００２６】
　本発明においては、構造材料として優れた性質をもつ高融点金属を含むβ型チタン合金
に侵入型溶質原子を固溶させ、高温制振性能を実現するが、ベース金属となるβ型チタン
合金では従来のβ型チタン合金の強度、延性を維持すると共に、侵入型溶質原子の固溶量
も確保する。
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【００２７】
　なお、制振合金（high damping alloy）における制振性能については、必ずしも明瞭な
指標がないのが現状であるが、本発明では、１Ｈｚの振動に対して０．０２以上のtanδ
をもつ損失係数特性を有するβ型チタン合金を実現する。
【００２８】
　本発明のβ型チタン合金では、このため、まず、チタンの高温β相を室温まで広げて安
定化させることの元素を、全体量の５０％（原子比）以下で含有させる。このような安定
化元素としては、原子比で５－４５％のＴａ、４－４０％のＮｂ、１．５－３０％のＶ、
０．６－２０％のＣｒ、１－３０％のＭｏ、０．５－２０％のＷの１種または２種以上が
好適に考慮される。
【００２９】
　また、ＪＩＳで規定されている工業用チタン合金では炭素、窒素或いは酸素が最大０．
３％（重量比）含まれるが、本発明においては、このような規定とは本質的に区別されて
、β型チタン合金組成には、これらの侵入型溶質原子が最低でも０．５％（原子比）固溶
される。
【００３０】
　なお、より多くの侵入型溶質原子の添加はチタン合金の構造材料としての力学性質を低
下させる恐れがあり、また、それらを固溶させるための高度なプロセス技術が要求される
ことから、侵入型溶質原子の最大の添加量総量は１０％（原子比）とすることが好適に考
慮される。
【００３１】
　そして、本発明の高温制振性β型チタン合金においては、より好適には、α型チタン合
金、あるいはα＋β相チタン合金とはしないことから、α型安定化元素としてのＡｌ、α
－β相のための中性的元素としてのＳｎ、Ｚｒをその組成に含有しないものとする。また
、本発明では侵入型溶質原子は、固溶量が総量として０．５％（原子比）以上としている
が、より好ましくは１．４％（原子比）以上、さらには２．５％（原子比）以上とするこ
とが考慮される。侵入型溶質原子が炭素Ｃの場合には原子比で０．２－２％、窒素Ｎの場
合には原子比で０．２－３％、酸素Ｏの場合には原子比で０．３－５％とすることが好ま
しいが、より好適には、原子比として、炭素Ｃ：１．２－２％、窒素Ｎ：１－３％、酸素
Ｏ：１－５％とすることが考慮される。
【００３２】
　侵入型溶質原子を固溶させるβ型チタン合金の製造法としては、炭化物、窒化物或いは
酸化物を利用した鋳造法、窒素や酸素の単体ガスや炭素、窒素或いは酸素を含むガス雰囲
気を利用した鋳造法、または、上記の二種方法を同時に適用した鋳造法が考えられる。
【００３３】
　そこで以下に実施例を示し、さらに詳しく本発明について説明する。もちろん以下の例
によって本発明が限定されることはない。
【実施例】
【００３４】
　この実施例においては、Ｎｂ単体合金元素を用いた室温β相安定なチタン合金を設計し
、酸化物を使い、溶解時に保護雰囲気のなかでチタン合金に酸素を固溶させることとした
。そして、鋳造したままの状態で、β型チタン合金の性質に及ぼす固溶酸素の影響につい
ての評価を行った。
１）合金創製
　ＪＩＳ１種の純チタン、高純度Ｎｂ（９９．９９９％）、及び高純度酸化物粉を出発材
料として、大効率ＣＣＬＭ（Cold Crucible Levitation Melting）溶解装置を用いて重さ
約１．１Ｋｇ、直径６０ｍｍの円柱状合金インゴットを創製した。創製した合金はＴｉ－
２５．６Ｎｂ、Ｔｉ－２５Ｎｂ－１．４７Ｏ（酸素）、Ｔｉ－２４．５Ｎｂ－２．９Ｏ（
酸素）（原子比）三種のチタン合金である。溶解温度はおよそ２０５０℃、溶解時の雰囲
気はアルゴンガスをメインとした保護性混合ガスである。鋳造鋳型は水冷銅鋳型で、均質
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的な組成を得るために再溶解鋳込みを行った。
２）制振性能評価
　円柱状インゴットから厚さ１．５ｍｍ、幅８ｍｍ、長さ６０ｍｍの短柵状試験片を制振
性能評価用試験片として機械加工で切り出した。ＤＭＡ（Dynamic Mechanical Analyzer
）を用いて、三点曲げ振動モードにおいて、２．５×１０ー５振動歪み振幅で強制振動を
与えた。応力振幅と歪み振幅の比からヤング率Ｅ、が得られ、応力振幅と歪み振幅の位相
差から損失係数に相当するtanδが制振性能として求める。０℃から３５０℃までの温度
範囲に５℃／ｍｉｎの速度でサンプルを加熱し、振動周波数を０．１、１．０、１０Ｈｚ
の三条件で変えながら測定を行った。
【００３５】
　その結果、図４に示したように、高温領域（１００～４００℃）に現れた制振性能がβ
型チタン合金に固溶した酸素の量に依存して大きく向上したことがわかる。酸素固溶なし
の合金はtanδが０．０１のレベルにあることに対して、１．４７と２．９％（原子比）
を固溶した合金のtanδがそれぞれ０．０４と０．０８まで著しく上昇した。tanδの大き
さは振動減衰能（一サイクルの振動エネルギー損失）に変換すると、それぞれは２５％と
５０％の振動減衰能となる。高温領域（１００－４００℃）ではこれまでに報告されてい
ない優れた制振性能である。また、この制振特性は酸素原子の歪み緩和によるものである
ことについて、その温度領域にヤング率とtanδの変化が大きな振動周波数依存性を示す
ことが証明できる。また、制振性能の大きさが酸素固溶量に依存して上昇する傾向も酸素
原子の効果の検証となる。
【００３６】
　以上の結果について、さらに検証するため、Ｔｉ－２４．５Ｎｂ－２．９Ｏ（原子比）
の組成において、Ｎｂ単体固溶元素をＶ，Ｍｏ元素，あるいはＮｂ－Ｖ,Ｎｂ－Ｃｒ,Ｎｂ
－Ｃｒ－Ｗ,Ｎｂ－Ｖ－Ｃｒ複合固溶元素に変更した場合、さらには、酸素原子Ｏを、１
．４％Ｃ－１．５％Ｏ、１．２％Ｎ－１．７％Ｏ、１．５％Ｃ－１．４％Ｎに変更した場
合にも、１Ｈｚの振動数において２３０℃～２８０℃の温度範囲で０．０５～０．０８の
tanδ値になることを確認した。
【００３７】
　また、Ｔｉ－２４．５Ｎｂ－２．９Ｏ（原子比）の組成において、さらに酸素原子（Ｏ
）の固溶量を増大させるとtanδ値が上昇することも確認した。
３）力学性能の評価：
　鋳造した合金インゴットから厚さ１．５ｍｍ、幅８ｍｍ、長さ６０ｍｍの短柵状引っ張
り試験片を作製した。平行部幅は５ｍｍ、長さは２５ｍｍである。引っ張り試験は室温で
１ｍｍ／ｍｉｎの引っ張り速度で試験片の伸び歪みが５％なるまで行った。三種の合金の
引っ張りヤング率がほぼ同じく、８０．８ＧＰａであった。０．２％以上の超弾性現象が
β型チタン合金であらわれ、酸素固溶なし合金の場合には０．６％最大弾性ひずみであり
、１．４７と２．９％（原子比）の酸素（Ｏ）を固溶した合金のそれぞれは０．８、０．
９であった。図５は酸素固溶量が異なる三種の合金の降伏強度を示す。酸素固溶なし合金
の４７０ＭＰａに対して、１．４７と２．９％（原子比）を固溶した合金のそれぞれの降
伏強度が６００と７２０ＭＰａであった。また、酸素固溶量の増大に対して、チタン合金
の降伏強度がその固溶量に比例して増大する。高強度ＭｎＣｕ基制振合金に比べて、酸素
固溶したチタン合金は２００ＭＰａ以上より高い降伏強度を有することがわかる。
【００３８】
　実施例試験によって、請求項に明記した制振性能を有する合金が創製可能であり、構造
材料とした高い力学性質を呈する一方、高温領域（１００－４００℃）に巨大な制振性能
を示すことを検証した。金属結晶格子に酸素など固溶させることが生じた歪み緩和制振効
果を利用した高温制振性能をもつβ型チタン合金が新規性とともに創製可能の実行性や、
性質が優れたことが証明された。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
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【図１】各種の工業材料の制振性能比較として、構造用金属工業材料と共に、制振合金や
高分子材料及び金属と高分子材料から作られた複合型制振材料の制振性能レベルを示した
図である。
【図２】体心立方構造を持つ金属結晶格子に固溶した侵入型溶質原子が外部応力に応じて
、占める格子間位置が変わり、拡散速度に依存して溶質原子が歪み緩和現象が起こり、金
属の制振効果を起こすモデルを示した図である。
【図３】体心立方結晶構造（ｂｃｃ）を有する金属に侵入型溶質原子の歪み緩和型制振ピ
ークの１Ｈｚ振動における制振ピークの特定温度と制振ピークの大きさ（Capacity）と、
各金属における溶質原子の最大固溶度とその固溶を示す温度から求めた相対固溶度を示し
た図である。
【図４】ＤＭＡ（Dynamic Mechanical Analyzer)を用いた実施例で創製した合金のヤング
率と制振性能の温度の変化に依存する結果を、振動の歪み振幅２．５×１０-5、周波数０
．１、１．０、１０Ｈｚ、測定時の加熱速度５℃／ｍｉｎの場合について示した図である
。
【図５】実施例で創製した酸素固溶量が異なった三種合金の降伏強度の結果を、室温での
引っ張り速度１ｍｍ／ｍｉｎの場合について示した図である。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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